
第 1号議案

令和 3年度事業報告書

令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定菱堂ユ墜週塑型 _ゝ道星1奥聾乙と生と創…2コ五金

1 事業の成果
令和 2年度は、東京港とその臨海地域の現状とあるべき姿についての調査研究、情報収集を行い、東京都

港湾局を始め関係団体等に成果を提言した。また、これらの関連事項について講演会 (zoom)を開催 し、一

般市民に普及啓発した。さらには技術資料の取りまとめや港湾地域の環境改善の基礎研究及びそれらに関連

した資料の頒布等を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容
実施

日口寺

実施

場所
従事人数

受益対象者の範

囲及び人数

支出額

(千円)

調査

研究事

製L
ブモ

東京港及びその臨海地域の

現状とあるべき姿について

の調査、研究事業

令和 3年 4月 1

日から令和 4年

3月 31日

東京都

港区他
20名

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数の一般市民

2

助言及

び提言

事業

東京港及びその臨海地域の

事業に関する助言及び提言

およびあるべき姿の調査研

究をおこなった。

令和 3年 4月 1

日から令和 4年

3月 31日

東京都

港区他
20名

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数

16

情報収

集及び

提供事

業

港湾及び臨海地域に関する

国内外の情報収集及び提供

事業を行った。

令和 3年 4月 1

日から令和 4年

3月 31日

東京都

港区他
40名

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数

7

基礎研

究事業

港湾及び臨海地域に関する

土木技術及び環境技術の基

礎研究事業を行った。

令和 3年 4月 1

日から令和 4年

3月 31日

東京都

港区他
40名

一般市民

不特定多数
5

普及啓

発事業

東京港及び臨海地域に関す

る講習会、セミナー、広報

等による普及啓発事業を行

った。

令和 3年 4月 1

日から令和 4年

3月 31日

東京都

港区他
80名

一般市民ヽ

不特定多数
148



第2号議案

令和3年度活動計算書
(令和3年 4月 1日から令和4年 3月 31日まで)

特定非営利活動法人 首都東京みなと創り研究髪

科   目 金  額

I 経常収益
1 受取会費
正会員受取会費 290,000

賛助会員受取会費 25,000 315,000

2受取寄付金
受取寄付金 40,000 40,000

3事 業収益

(1)東京港及びその臨海地域の現状とあるべき姿について
の調査、研究事業収益

(2)東京港及びその臨海地域の事業に関する助言及び提言
事業収益

(3)港湾及び臨海地域に関する国内外の情報収集及び提
供事業収益

(4)港湾及び臨海地域に関する土木技術及び環境技術の
基礎研究事業収益

(5)東京港及び臨海地域に関する講習会、セミナー、広報
等による普及啓発事業収益

20,000

55,000

4その他収益
受取利息

４
，

，
‘

雑収益 ４
，

，

一

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1事業費
(1)人件費

給料手当

退職給付費用
ｎ

Ｖ

福利厚生費
ｎ
Ｖ

人件費計
ｎ

Ｖ

(2)その他経費

諸謝金 15,000

印刷製本費

会議費

70,351

旅費交通費

通信運搬費

■、、

87.694

消耗品費 3,311



水道光熱費

支払手数料

その他経費計

0

1,155

177,511

177,511

40,218

217,729

事業費計

2管理費
(1)人件費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

印刷製本費

会議費

旅費交通費
「
~~~面
藷輛訂
~~

「――
――――

消耗品費

水道光熱費

租税公課

支払手数料

|

I

|

雑費

その他経費計

管理費計

0

0

0

∩

ｖ

∩

ｖ

565

19,448

4,873

5,332

10000

40,218

常費用計

当期経常増減額 192,295

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税住民税及び事業税

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

0

192,295

0

2,866,800

3,059,095

ヽ、、



令和3年度貸借対照表

(令和4年3月 31日現在)

特定非営利活動法人 首都東京みなと創
り研究会

金  額
科  目

3,059,095

0

0

0

0

0

ハ
Ｕ

2,866,800

192,295
ηら、

1 資産の部

1流動資産

什器備品

無形固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

2固定負債

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

車両運搬具

流動資産合計

(1)有形固定資産

有形固定資産合計

(2)無形固定資産

未払金

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

現金預金

未収金

2固定資産

3,059,095

び負
f=L
l員 正味財産合計及



令和 3年度計算書類の注記

特定非営利活動法人首都東京みなと創 り研究会

1 重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 :2011年 11月 20
日一部改正NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
固定資産はありません。

(2)引 当金の計上基準
退職給付引当金等の引当金はありません。

(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスは受けておりません

(4)消費税等の会計処理
消費税については免税事業者です。

ヽ



令和 3年度財産 目録

(令和4年3月 31日現在)
特定非営利活動法人 首都東京みなと創り研究会

(単位 :円 )

科  目 金  額

I 資産の部

1流動資産

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行通常貯金 1,71

三菱東京UFJ銀行普通預金 1

未収金 0

流動資産合計 3,059,095

固定資産合計
ｎ

〉

資産合計

Ⅱ 負債の部

1流動負債合計 0

2固定負債合計

負債合計

正味財産

ヽ



1 28

令和3年度 年間役員名簿

令和3年4月 1日から令和4年年3月 31日まで

生1童1撻1奎1鯉理 l法人._.萱i地趣置 1饉1山1艶:□|口1全

役 名 氏  名 報酬を受けた
期   間就任期間

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日
理  事

ヨゴ ユキオ

余湖由紀夫

理 事
タカノ カズオ

高野 一男

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理 事
タカミ ケンイチ

高見 憲一
令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理 事
オチアイ カズオ

落合 和夫

理 事
ワタナベ ヒサオ

渡邊 日佐夫

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日
な し

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理 事
モリノ マサハル

盛野 政晴

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理 事
大野

コウイチロ

皓一郎

令和 3年 4月 1日

～令和 5年 3月 31日

理 事
ナカザワ

中澤

ナリアキ

齋彬

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理 事
ハ 三ア

原

ツネオ

恒夫

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日

理事
タカハシ

高橋

ケイゾウ

事ヒ・―́

思 二

令和 3年 4月 1日

～食和3年 6月 31日

ニッタ

新田

ヨウ′ヽイ

洋平

令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日
監 事



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 4年  3月 31日現在

特定非営利活動法人首都東京みなと創り研究会

氏   名

1 高野一男

2
渡邊 日佐夫

3 高見憲一

4 落合和夫

Э 盛野政晴

6 大野暗一郎

7 中澤齋彬

8 余湖由紀夫

9 原 恒夫

10 新田洋平

ll
安間謙臣


